












The Assessment of Delay in Making Refugee Claims




The refugee recognition procedure of Japan requires a claimant to submit his or her appli-
cation for refugee status within 60 days after arriving in Japan. The practice of this 60-day-
rule is not consistent with the standards established by the Executive Committee and
United Nations High Commissioner for Refugees. On the other hand, the practice in Canada
is consistent with those standards. This article introduces and explains Canada's assessment of
delay in making a refugee claim and analyzes the problem of the 60-day-rule in Japan through
comparison and contrast with the practice in Canada.
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para.8.
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5) Hue v. Canada (Min伝ter of物J呼〝加邪t and lmmigration、以下、 M. E. I.) (A-196-87, 1988.3.8), Huerta v.
Canada (M.E.I.) (A-448-91, 1993.3.17).その後の判決でも、この見解は支持されており、また同様の見解が示さ
れている。そのような判決として例えば、 Radulescu v. Canada (M. E. I.) (92-A-7164, 1993.6.16), Saez v. Canada
(.M. E. I.) (92-A-6908, 1993.6.23), Carrenza-Gonzalez v. Cana血(M. E. I.) (IMM-6078-93, 1994.ll.1), Yang
v. Canada (Mintsおγ Citizens坤and Immigratio臥以下、 M. C. I.) (IMM瑞73-96, 1996. ll.21) , Thomas v. Canada
(M. C. I.) (IMM-4899-96, 1998.2.19), Liblizade v. Canada (M. C. I.) (IMM-5062-97, 1998.7.3)などがある。な
お、 「報告書」では、 Heer判決についても述べられている　Heer判決はHue判決の約1ケ月前に示された判決であ
るが、申請遅延の評価に関してHue判決とほぼ同じ見解が示されている。しかし、 Heer判決は入手できなかったた
め、詳細な状況はわからない　Huerta v. Canada (M.E.I.) (A-448-91, 1993.3.17), para. 5, 「報告書I 」, ibid, p.
5-4, 「報告書H」, ibid., p. 36.
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9.16), Dcruse v. Canada (M. C.I.) (IMM-2910-98, 1999.6.17),肋V. Gm比お(M. C.I.) (IMM-1393-00,
2000.12.4), Soueidan v. Cimado. {M. C. I.) (IMM-57701泊, 2001.8.28).また、カナダ到着後から難民申請をする
までの期間に見られる遅延を取り扱った判決としては、例えば以下のようなものがある　Hannav. Canada ¥M.E.
/.) (IMM-220-93, 1994.2.3), Marquez v. Canada (.M. E. I.) (IMM-3166-93, 1994.4.27),上α〝加例v. Canada
{Secretary of State) (A-1626-92, 1994.6.7),聯V. G舶由W. C. I) (IMM-3127-93, 1994.9.20), Carranza-
Gonzalez v. Canada (M. C. I.) (IMM」和78-93, 1994.ll.1), Richard v. Cana,(由(M. E. I.) (IMM-3312-93, 1994.
11.24), Kaur v. Canada {M. C. I.) (IMM-1990-94, 1995.4.6), Choieb v. O.訊♂ゐ(M. E. I.) (IMM-819-94, 1995.
5.17), Memarpor v. Canada (M. C. I.) (IMM-3113-94, 1995.5.25), Williams v. Canada {Secretary of State)
(IMM-4244-94, 1995.6.30), Meral v. Cana,くわ(M. C. I.) (IMM-4093-94, 1995.7.4),乃桝ta v. Canada (M. C. I.)
(T-2217-93, 1995.12.12), Cat v. Canada (M. C. I.) (IMM-1088-96, 1997.5.16), Faraha幼γ v. CanadaW. C.I.) (IMM42-97, 1997.12.15), Leon v. Canada　{M. C. I.) (IMM-3650-97, 1998.10.23),蜘　V.
Canada (M. C. I.) OMM-4619-97, 1999.5.19), Elcock v. Canada (M. C.I) (IMM-2985- 8, 1999.9.20),Dem伽v. Canada (M. C. I.) (IMM-3579-99, 2000.6.28), De La Torre v. Canada (M. C. I.) (IMM-3787-
































v. Canada (M. C. I.) (IMM-3588-97, 1998.4.20).
17)この見解と類似の状況が見られる事例として、例えばMeral判決やJacobs判決がある。 Me和蝣/ v. Canada, op. tit.
supra, n. 15, Jacobs v. Canada {M. C. I.) (IMM-4424-96, 1997.9.18).
18) 「報告書I」, op. cit. supra, n. 4, p.5-6, 「報告書II」, op. a.£ supra, n. 4, p.36.
19) Canada v. Sivalingam Yogarajah, op. tit. supra, n. 15.





































































25) Ibid., para. ll.この事例における難民部の判断そのものに関しては、裁判所は、 Hue判決やHuerta判決などから、
この申請者の行動から主観的恐怖がないものと解釈することは難民部に認められると判断している0
26) Ibid., para. ll, 「報告書I 」, op. tit. supra, n. 4, p. 5-6.
27) Gabの'ehu v. Canada, op. cit. supra, n. 15, 「報告書I」,砂. cit. sup喝n.4, p.5-7, 「報告書II」, op. tit. sup喝n.4, p.
43.



























30)この期間を扱った事例として、次のものがある　Tangv. Canada (M.E.I.) (IMM-3650-99, 2000.6.21).
31) Cruz v. Canada (M.E. I.) (IMM-3848-93, 1994.6.16), 「報告書II」, op. cit. sゅra, n. 4, p. 37.
32) Ibid., para. 10.この見解は、後の判決でも支持され、また同様の見解が示されている　Maya-Gomez v. Canada, op.
at. sup喝n. 15, para.4, Dense v. Canada, op. tit. sup紹　n. 15, paras. 6-10, Bouchaib v. Cana血(M. C. I.)
(IMM-5254-99, 2001. 1.10).
33) Ibid., paras. 12-13.
34) Ibid., paras. 12-14.




































る　Memaゆourv. Canada, op. at. sup喝n. 15.
43) 「報告書」では、受け入れられ得る状況の簡単な説明とともに、脚注に入国後の遅延に関する判例がいくつか列挙さ
れている。 「報告書Il」, op. cit. supra, n.4, pp. 42-43.
44) Faraha桝αndpourv. Canada, op. cit. sゅ喝n. 15. 「報告書I 」, op. cit. supra, n. 4, p.5-8.
45) Ibid.,para.4.
46) Ibid.,para.5.






























49)脱, para. 18.同様の事例として、 C柚判決がある。 Choieb v. Canada,珍. tit幼n. 15.
50) Pan由v. Canada,坤. at.吻n. 15.
51) Ibid.,para.10.
52) Ibid., paras. 17-18.
53) Ibid.,para.17.
54) Williams v. Canada, op. tit.吻n. 15.
55) Ibid.,para.7.





























Lai v. Canada (Sec柁hlりOfS由fe) (IMM-6699-93, 1994.6.30), Quinrero v. Canada W. C. I.) (IMM-3334-94,
1995.2.7), Villar v. Cana,ゐ(M. E. I.) (T-1980-92, 1995.5.25).
58) Marquez v. Canada, op. tit. sup喝n. 15.
59) Ibid.,para.14.
60) Ibid.,para.16.
61) Leon v. Canada, op. tit. sup喝n. 15.
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75) Canada v. Sivalingam Yogarajah, op. tit. supra, n. 15.
76)この事例では、難民部における聴聞には大臣の代理人も当事者として参加していた。

































83) Ibid, para. 30.同様の遅延の状況が見られる事例として、以下のようなものがある　Carranza-Got柁αlez v. Canada,

































86)東京増刊平12- 2 -24、訟務月報47巻7号1956頁。また、 「難民不認定処分取消請求控訴事件」、行裁集47巻9号954頁。
87)東京地判平12 - 2 - 24、同上1957貫。また「難民不認定処分取消辞求控訴事件」、同上955貫。
88)東京地判平12・2・24、同上1956頁。
89)同上1957貢。また、 「難民不認定処分取消請求控訴事件」、前掲注(86)955貢。

































92)東京地判平12 - 2 -24、前掲注(86)1963貢。
93) 「難民不認定処分取消請求控訴事件」、前掲注(86) 953頁0
94)同上953貢。
95)東京地判平12・2・24、前掲注(86)1963頁O
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難民となる事由が発生した者の場合を除き、申請期間の起算日は申請者が日本に上陸した日
となる。その場合、たとえ上陸後60日以内に難民申請が行われたとしても、難民となる事由
が生じてから申請者が日本に上陸するまでに既に長期間が経過しているという状況があり得
るためである。第二の問題点は、日本の申請期間制限では、日本にいる間に難民となる事由
が生じた者以外の申請者の場合に、カナダにおいて評価対象となる期間の一部分のみが考慮
の対象となる点である。これは、カナダにおける遅延の評価と比較して考えると、迫害に対
する恐怖の有無の評価にあたっての一要素の一部分だけを基に、各事例の状況を十分に考慮
せずに難民申請を認定制度から退けるものといえる。よって、カナダにおける申請遅延の評
価と比較・対照して考えれば、日本の申請期間制限の問題の根源は、 「やむを得ない事情」の
解釈にあるのではない。それは、むしろ、手続的要件としての申請期間の設定そのものにあ
ると考えられる。
5.お　わ　り　に
東京地方裁判所や東京高等裁判所が言うように、申請者が、難民に該当するという恐怖を
真に有している場合には、 「その恐怖から早期に逃れるため、速やかに他国に保護を求めよう
とするのが通常」であるという前提が難民申請に存在するならば、なおのこと申請の遅延は、
カナダにおいてなされているように各事例の状況に基づいて個別に評価される必要があると
思われる。よって、日本における難民申請期間の位置付けと問題点から、申請期間を設定し
た上で、そのような個別の評価を実現することが望ましいものであるか否かがさらに検討さ
れる必要があると思われる。
~日本の申請期間制限の問題点は、申請期間の設定そのものにある。そこで、申請期間を設
定した上で申請期間そのものに与えられている前提を変えるならば、申請期間が存在する意
味がなくなることになる。申請期間の前提をそのままに、申請期間を延長したとしても、現
在見られる問題点は解決されずに残る。最後に、申請期間が設定された状態で、やむを得な
い事情を非常に緩やかに解釈するという選択肢が考えられる。この運用方法をとった場合に
は、申請期間要件に問題のない申請についても、難民性の判断の際に、迫害に対する恐怖を
抱き始めたきっかけとなった事件が発生してから日本において難民申請を行うまでの間に遅
延が見られるか否かを評価されることが求められる必要があるだろう。申請期間要件の判断
の結果、あまりに長期間にわたる遅延が申請に認められると判明した場合には、そのような
申請を制度から除外することは認められ得る。しかし、入園前に長期間の遅延がある申請は
申請期間要件の判断によって制度から除外されず、入国後に長期間の遅延がある申請だけが
制度から除外される結果を招くという問題が残る。加えて、このような申請期間要件の運用
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を行うならば、他の選択肢と同様、申請期間が設定されていることは無意味なものとなるだ
ろう。
日本においては、難民認定制度のような手続きに対する申請について、申請期間を必ず設
けなければならないとされているわけではない。また、カナダで行われているような遅延の
評価を採用したとしても、原則として、難民申請はできる限り早くに行われることが要請さ
れることになる。日本で難民申請を行う際に障害となる要田としては、特に言語の問題や情
報量の問題等が考えられる。そのような問題の存在を考慮すれば、難民申請に求められる迅
速さの程度は、カナダに比べて遅くなる可能性がある。そのため、申請期間要件が設定され
ない場合に、濫用者の問題が現れないとは言えないが、申請が遅延する原因となる言語の問
題や情報量の不足などは、日本の関係機関が改善してゆくべき問題であり、難民申請者に責
任が負わされるべきものではない。以上から、日本においては、申請期間は設定されるべき
でないと思われる。
